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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第67期
第３四半期
連結累計期間

第68期
第３四半期
連結累計期間

第67期

会計期間

自 平成28年
   ４月１日
至 平成28年
   12月31日

自 平成29年
   ４月１日
至 平成29年
   12月31日

自 平成28年
   ４月１日
至 平成29年
   ３月31日

売上高 (千円) 10,479,865 11,533,225 15,246,109

経常利益 (千円) 355,077 392,054 867,102

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 207,190 113,187 574,074

四半期包括利益又は
包括利益

(千円) 256,321 138,418 662,695

純資産額 (千円) 10,046,130 10,475,636 10,452,505

総資産額 (千円) 13,670,816 14,567,816 14,039,934

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 26.96 14.73 74.70

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 73.5 71.9 74.4
 

 

回次
第67期
第３四半期
連結会計期間

第68期
第３四半期
連結会計期間

会計期間

自 平成28年
   10月１日
至 平成28年
   12月31日

自 平成29年
   10月１日
至 平成29年
   12月31日

１株当たり四半期純利
益金額

(円) 9.22 9.13

 

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による各種政策の効果もあり、緩やかな回復基調が続い

ています。ただし、アジア新興国における景気の下振れ、海外経済の不確実性等、景気の先行きは予断の許さない

状況にあります。

このような状況下におきまして、当社グループの売上高は、11,533百万円と前年同四半期と比べ1,053百万円

（10.1%）の増収となりました。

損益面では、売上総利益は、リビング事業及び医療・産業ガス事業における売上増加に伴い、売上総利益は、

4,658百万円と前年同四半期と比べ111百万円（2.5%）増加しました。ＬＰガス設備の改善費用が減少したものの、

人員の増加による人件費の増加などにより、販管費は前年同四半期と比べ増加しましたが、営業利益は、345百万円

と前年同四半期と比べ24百万円（7.6%）の増益となりました。

営業外収益及び営業外費用を加減算した経常利益は、392百万円と前年同四半期と比べ36百万円（10.4%）の増益

となりました。京都支店の移転に伴い、移転前の土地・建物等の減損損失111百万円を計上したため、法人税、住民

税及び事業税等控除後の親会社株主に帰属する四半期純利益は、113百万円と前年同四半期と比べ94百万円

（45.4%）の減益となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①  リビング事業

当セグメントにおきましては、ＬＰガスの出荷量が前年同四半期と比べ増加し、また、仕入価格に連動した販

売単価の上昇による販売の増加により、売上高は、8,134百万円と前年同四半期と比べ856百万円（11.8%）の増収

となりました。ＬＰガスの出荷増により売上総利益も増加し、また、ＬＰガスの設備改善等の経費の減少によ

り、セグメント利益（営業利益）は、393百万円と前年同四半期と比べ80百万円（25.5%）の増益となりました。

②  アクア事業

当セグメントにおきましては、ユーザー件数が伸びず、販売本数が減少したことにより、売上高は、729百万円

と前年同四半期と比べ20百万円（2.8%）の減収となりました。販売本数の減少により売上総利益が減少し、経費

の削減に努め、販管費は前年同四半期と比べ減少しましたが、セグメント損失（営業損失）は、11百万円と前年

同四半期と比べ15百万円の減益となりました。

③ 医療・産業ガス事業

当セグメントにおきましては、酸素濃縮器等の在宅医療機器のレンタル、医療ガス、産業ガス及び機材・工事

と各分野において販売が好調であり、また、前期に開設した中部事業所、九州事業所の売上が加わり、売上高

は、2,669百万円と前年同四半期と比べ217百万円（8.9%）の増収となりました。販売の増加に伴い売上総利益も

増加しましたが、新規取引先の医療機関に対する医療ガス容器、在宅医療機器等の初期投資、営業力強化のため

の人員増加に伴う人件費の増加により、セグメント損失（営業損失）は、36百万円と前年同四半期と比べ40百万

円の減益となりました。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(3) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループを取り巻く事業環境は非常に競争が厳しく、主力商品のＬＰガスはオール電化や都市ガスの攻勢が

考えられます。また、ＬＰガスは主に海外からの輸入に依存しております。したがって、当社グループの約６万７

千軒のＬＰガスユーザーが他エネルギーへの転換により減少していく要因や、国際情勢の変化により仕入価格が上

昇する要因があります。　

当社グループは強固な経営基盤を構築するため、リビング事業においては、のれんの買収やＭ＆Ａにより新規販

売先の獲得に努めてまいりました。また、医療・産業ガス事業においても、Ｍ＆Ａによるグループ会社化など拡大

施策を実施し、アクア事業においても同様に拡大施策を強化した取組みを実施します。３部門それぞれの自立によ

り、規模のメリットと共に経営の効率化、合理化を図り、３部門による利益構成を平準化し、エネルギー自由化時

代を勝ち抜く企業形態を目指しております。

 

(5) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループは、ＬＰガス販売を中核とするリビング事業により発展してまいりました。「保安なくして繁栄な

し」をモットーに「保安の確保」「安定供給」を追求するとともに快適で安全な暮らしのサポーターとなることを

目指しております。しかしながら、ＬＰガスの販売環境は、省エネ機器の普及、他燃料との競合、都市ガスエリア

への人口シフトなどによる出荷量の減少といった厳しい状況にあります。

 こうした環境のもと、リビング事業を維持・発展させながらアクア事業や医療・産業ガス事業を第２、第３の収

益の柱にするべく経営資源を投入してまいります。

 当社グループでは、第66期より「事業部門の自立」をスローガンに、各事業部門それぞれが自立できる採算性の

確立やスペシャリストの育成などプロ集団への変革による企業価値向上に努めております。これをさらに推し進

め、当期第68期からの３年間で「大丸エナウィン品質の構築と確立」をサブスローガンとし、保安管理・サービ

ス・人材等すべてにおいて当社独自のプレミアムな品質基準を構築し、競争力の強化を図ってまいります。

各事業の主な課題は次のとおりであります。

＜リビング事業＞

(1) 主力のＬＰガス販売事業におきましては、全社員に保安・安定供給意識を徹底させ、お客様の安全の確保と

お客様からの信用・信頼を得ることに注力し、選んでいただける会社を目指します。

(2) 新電力販売事業の展開につきましては、ＬＰガスやアクア商品とのセット販売など、他事業部門との連携に

よる拡販に努めます。

(3) Ｍ＆Ａの推進による、ＬＰガス出荷量の増大や顧客数の増加を図ります。

(4) スペシャリストの育成による、リフォーム事業の拡大に注力します。

＜アクア事業＞

(1) 他事業部門との連携による顧客件数の増加を図ります。

(2) 首都圏における顧客獲得強化とアクアボトリング山中湖工場の稼働率上昇を図ります。

(3) コーヒーなどミネラルウォーター以外の商材を絡めた販売戦略を展開します。

＜医療・産業ガス事業＞

(1) 高圧ガス充填設備を持つ滋賀支店、奈良営業所、近畿酸素㈱の３拠点による供給体制の整備と、阪神営業所

開設による近畿圏全般への配送効率向上と営業強化を図ります。

(2) 中部、九州地区への事業所開設による営業エリアの拡大及び当事業部門の主力店である京都支店の新築移転

による営業強化を図ります。

(3) 異業種関連施設への販路拡大、植物工場などへのガス需要の開拓、新電力事業との連携による新規開拓に注

力します。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 22,600,000

計 22,600,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年２月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,046,500 8,046,500
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は100株でありま
す。

計 8,046,500 8,046,500 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年12月31日 ― 8,046 ― 870,500 ― 1,185,972
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができませんので、直前の基準日(平成29年９月30日)に基づく株主名簿により記載しております。

 

① 【発行済株式】

平成29年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 361,200
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 7,681,900
 

76,819 ―

単元未満株式 普通株式 3,400
 

― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 8,046,500 ― ―

総株主の議決権 ― 76,819 ―
 

 

② 【自己株式等】

平成29年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
大丸エナウィン株式会社

大阪市住之江区緑木
１―４―39

361,200 ― 361,200 4.49

計 ― 361,200 ― 361,200 4.49
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,167,496 4,194,190

  受取手形及び売掛金 ※1  2,723,739 ※1  2,631,859

  商品及び製品 404,289 539,406

  繰延税金資産 74,503 37,084

  その他 424,133 380,266

  貸倒引当金 △15,380 △14,648

  流動資産合計 7,778,782 7,768,159

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,498,288 1,730,815

   機械装置及び運搬具（純額） 486,526 526,555

   土地 1,978,345 2,300,503

   リース資産（純額） 245,737 272,953

   その他（純額） 533,778 559,232

   有形固定資産合計 4,742,676 5,390,061

  無形固定資産   

   のれん 784,694 648,755

   その他 40,628 41,217

   無形固定資産合計 825,322 689,972

  投資その他の資産   

   投資有価証券 469,624 505,682

   関係会社株式 9,400 9,400

   その他 214,944 205,609

   貸倒引当金 △814 △1,069

   投資その他の資産合計 693,153 719,622

  固定資産合計 6,261,152 6,799,656

 資産合計 14,039,934 14,567,816
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※1  2,099,130 ※1  2,431,402

  短期借入金 － 390,000

  リース債務 93,549 99,907

  未払法人税等 244,912 8,788

  役員賞与引当金 31,720 18,000

  その他 446,011 476,463

  流動負債合計 2,915,324 3,424,561

 固定負債   

  長期未払金 106,823 101,982

  リース債務 170,928 194,519

  繰延税金負債 80,997 125,278

  役員退職慰労引当金 248,484 181,355

  その他 64,871 64,481

  固定負債合計 672,105 667,617

 負債合計 3,587,429 4,092,179

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 870,500 870,500

  資本剰余金 1,185,972 1,185,972

  利益剰余金 8,465,933 8,463,842

  自己株式 △252,346 △252,355

  株主資本合計 10,270,059 10,267,959

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 182,445 207,676

  その他の包括利益累計額合計 182,445 207,676

 純資産合計 10,452,505 10,475,636

負債純資産合計 14,039,934 14,567,816
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(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

売上高 10,479,865 11,533,225

売上原価 5,932,903 6,874,552

売上総利益 4,546,961 4,658,673

販売費及び一般管理費 4,226,139 4,313,568

営業利益 320,822 345,104

営業外収益   

 受取利息 462 241

 受取配当金 9,234 9,908

 受取賃貸料 12,248 12,224

 受取補償金 － 11,330

 その他 15,494 17,883

 営業外収益合計 37,440 51,587

営業外費用   

 支払利息 598 1,869

 売上割引 644 733

 不動産賃貸費用 843 806

 その他 1,097 1,228

 営業外費用合計 3,184 4,637

経常利益 355,077 392,054

特別利益   

 固定資産売却益 9,285 15,549

 投資有価証券売却益 － 732

 特別利益合計 9,285 16,282

特別損失   

 固定資産除売却損 1,093 2,153

 役員退職功労加算金 － 18,816

 減損損失 － ※1  111,451

 特別損失合計 1,093 132,420

税金等調整前四半期純利益 363,270 275,916

法人税、住民税及び事業税 112,877 91,588

法人税等調整額 43,202 71,140

法人税等合計 156,079 162,728

四半期純利益 207,190 113,187

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 207,190 113,187

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 49,130 25,231

 その他の包括利益合計 49,130 25,231

四半期包括利益 256,321 138,418

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 256,321 138,418
 

EDINET提出書類

大丸エナウィン株式会社(E02739)

四半期報告書

10/17



【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 
（会計方針の変更等）

該当事項はありません。

 
（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※１  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

受取手形 ―千円 30,925千円

支払手形 ― 〃 192,041 〃
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 減損損失

第２四半期連結累計期間において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしまし

た。

場所 用途 種類

京都支店

（京都府久世郡久御山町）
遊休資産 土地及び建物等

 

当社グループは、原則として、事業用資産については事業所を基準としてグルーピングを行っており、遊休資

産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。

京都支店が平成29年10月に移転したことに伴い、移転後の旧事務所の土地及び建物等が遊休状態になり、回収

可能価額が帳簿価額を下回っているため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（111,451

千円）として特別損失に計上いたしました。

その内訳は、土地102,482千円、建物及び構築物8,968千円であります。

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不動産鑑定評価額に基づいて算定してお

ります。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

 
当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

減価償却費 384,806千円  418,399千円

のれんの償却額 179,286 〃  174,099 〃
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 65,324 8.5 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

平成28年10月27日
取締役会

普通株式 57,639 7.5 平成28年９月30日 平成28年12月９日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３  株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。　

 
当第３四半期連結累計期間(自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 57,639 7.5 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

平成29年10月26日
取締役会

普通株式 57,639 7.5 平成29年９月30日 平成29年12月８日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３  株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。　
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

 

報告セグメント
その他
(千円)

合計
(千円)リビング事業

(千円)
アクア事業
(千円)

医療・産業ガ
ス事業(千円)

計
(千円)

売上高       

 外部顧客への売上高 7,278,416 750,184 2,451,263 10,479,865 ― 10,479,865

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 7,278,416 750,184 2,451,263 10,479,865 ― 10,479,865

セグメント利益 313,581 3,868 3,373 320,822 ― 320,822
 

 

２  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

該当事項はありません。

 

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

 

報告セグメント
その他
(千円)

合計
(千円)リビング事業

(千円)
アクア事業
(千円)

医療・産業ガ
ス事業(千円)

計
(千円)

売上高       

 外部顧客への売上高 8,134,749 729,275 2,669,200 11,533,225 ― 11,533,225

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 8,134,749 729,275 2,669,200 11,533,225 ― 11,533,225

セグメント利益又は損失（△） 393,697 △11,617 △36,976 345,104 ― 345,104
 

 

２  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

該当事項はありません。

 

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

 

報告セグメント
その他
(千円)

合計
(千円)リビング事業

(千円)
アクア事業
(千円)

医療・産業ガ
ス事業(千円)

計
(千円)

減損損失 33,992 18,055 59,403 111,451 ― 111,451
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 26円96銭 14円73銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 207,190 113,187

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

207,190 113,187

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,685 7,685
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

大丸エナウィン株式会社(E02739)

四半期報告書

14/17



２ 【その他】

第68期(平成29年４月１日から平成30年３月31日まで)中間配当について、平成29年10月26日開催の取締役会におい

て、平成29年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①  配当金の総額 57,639千円

②  １株当たりの金額 7円50銭

③  支払請求権の効力発生日及び支配開始日 平成29年12月８日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年２月７日
 

大丸エナウィン株式会社

取締役会  御中
 

 

有限責任監査法人  トーマツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   千   﨑   育   利   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   田   中   賢   治   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大丸エナウィン

株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日か

ら平成29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大丸エナウィン株式会社及び連結子会社の平成29年12月31日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

 

EDINET提出書類

大丸エナウィン株式会社(E02739)

四半期報告書

17/17


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益及び包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

